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１１．地方分権改革推進に向けた国への働きかけと関西の広域行政の深化

【参考】「経済財政運営と改革の基本方針2021」（6月18日閣議決定）における記載
総務省は、内閣官房及び厚生労働省等の協力を得て、国と都道府県の関係、大都市圏における都道府県間の関係及
び都道府県と市町村（政令市や特別区を含む）との関係について、今回の感染症対応で直面した課題等を踏まえ、地方
制度調査会等において検討を進め改善に向けて取り組む。さらに、国と地方の新たな役割分担について、行政全般の広
域化についての具体的推進、地方自治体間の役割分担の明確化の観点から、法整備を視野に入れつつ検討を進める。

関経連「地方分権・広域行政に関するアンケート調査」について
・昨年11月に公表した提言の深掘りとして、国から地方への権限移譲・規制緩和や、都道府県を越えた広域行政
のニーズに関し、会員企業へのアンケートを実施中。
・企業の声を踏まえて、関西広域連合で取り組むべき課題、関西広域連合に移譲すべき権限等の検討を行う。
国への働きかけに活用し、ビジネスをしやすい環境づくりを関西から推進する。

関西広域連合への要望
○骨太方針での記載を活かし、地方制度調査会の場において、関西の広域連携の先進事例が取り

上げられ、関西広域連合の意見が反映されるよう、ともに働きかけてまいりたい。

○関経連会員企業の声を、関西広域連合が府県を越えて取り組むべきことの整理に活用頂き、各府

県の事務を集約して、関西広域連合の実績づくりにつなげて頂きたい。

○例えば、各府県に対して行っている各種申請・手続きについて、将来的に関西広域連合に窓口を

一本化し、ビジネスしやすい環境づくりを進めて、関西の地域力向上の主体となって頂きたい。

○その手掛かりとして、まずは府県・政令市ごとに異なる申請様式の統一に取り組んで頂きたい。

各府県の関係部局との検討の機会を作って頂くなど具体的な検討を進めて頂きたい。



２．公設試の広域連携

●産業技術支援フェアの主催や、工業系公設試の情報を掲載したポータルサイトのより使いやすくした
「かんさいラボサーチ」へのリニューアルなど、関西広域連合の公設試支援の取り組みは着実に進展。

●今後は、こうした取り組みを発展させ、公設試の一体的運営や関係機関を巻き込んだ、一気通貫の
コンシェルジュ機能を有する広域的な産業支援プラットフォームの整備を広域連合に期待。

産業技術支援フェア
関西広域連合を中心とした「企業の研究から事業化までをトータルで
サポートする体制」を整備し、国の研究機関、支援機関等の協力の
もと、関西全体の技術開発支援の広域的なプラットフォームを設立

【機能】

企業からの相談対応、研究・技術開発および事業化の支援
（広域的視点に立った最適パートナーの紹介）

各公設試の技術者の技術力向上支援と人的交流機会の提供

広域連携による情報発信や研究プロジェクトの立案

将来的には、広域連携体制の深化に向けた課題の抽出と解決策
の検討

かんさいラボサーチ

【現在の取り組み】

早期の設立に向けて、関西広域連合と関経連で検討を進める
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【今後】



３３．行政・社会のデジタル化（DX）の推進

関経連では、「関西ビジョン2030年」の実現に向けて、新たに設置した「DX特別委員会」等で下記に取り組む予定。

①ブループリント「関西ＤＸ戦略2025（仮称）」の策定
・ＤＸによってめざす姿やＤＸ推進の課題、官民で取り組むべき具体的な方策のとりまとめ

②地域・企業におけるＤＸ推進に資する取り組み

・2025年大阪・関西万博を見据えた、夢洲における最先端スマートシティ実現に向けたデータ連携基盤「都市

OS」構築等の実証

〇関西全体の行政デジタル化の先導役
◆基礎自治体における先進事例の水平展開やデジタル化推進を行う上での課題の抽出・共有化

◆住民サービス向上、パンデミックや災害時等に対応した広域的なデータ蓄積や流通プラットフォームの検討

◆市区町村などの声を取りまとめ、国への要望を実施

２．関西広域連合に期待する役割

３．関経連の取り組み

１．取組の背景、意義

〇「リアル」と「バーチャル」が融合するデジタル社会において、企業も行政も「デジタル・トランスフォーメーション」
を進めることが喫緊の課題。

〇行政においては、デジタル庁創設や自治体ＤＸ推進計画等に基づき、2026年に向けて市町村レベルのデジタル
化が進展の見込み。

〇一方、基礎自治体におけるデジタル関連人材などのリソース不足解消、新型コロナウイルス対応で課題が露呈
したパンデミックや災害時の対応に備えたデジタル化やデータ連携基盤の整備、行政手続き効率化にとどまらな
い住民サービス向上や地域課題解決のためには、広域的に官民が協力して取り組むことが必要。

来年度検討される3か年の「次期広域計画」においては、行政・社会のデジタル化を、広域計画の大きな柱に位置
付けて頂き、関西全体での自治体ＤＸについても、今後、広域連合と一緒に検討していきたい



４．WMG2021関西の開催準備とレガシー検討の推進

〇官民が力を合わせ、国内外から多くの参加者を呼び込み、
安心安全な大会運営を徹底したうえで、関西を大いに盛
り上げ、今後のスポーツツーリズム振興につなげていける
大会となる準備を進めていくことが重要。

１．WMG2021関西の成功に向けて
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〇併せて、大会の準備・開催によって得られた経験やノウハ
ウ、人脈を、レガシーとして継承・発展させていくことが重要。

〇関西広域連合、大会組織委員会、関経連の３者でレガシー
についての検討を進めている。（※右図ご参照）

〇大会前、できれば年内（12月下旬に関西スポーツ振興推進
協議会総会を開催）に、レガシー事業・体制に関する青写
真を固められるよう、官民連携してさらに検討を進めたい。

２. レガシーの創出・継承に向けた検討の推進

【ご参考】 WMGのレガシー大会・イベント等（候補）の整理

（備考）招致・開催候補として例示。引き続き、精査を行っていく。
（出所）関西スポーツ振興推進協議会総会資料（2020.12.21）より抜粋

レガシー大会・イベントについての考え方
(狭義）WMGのレガシーとなりうる大会・イベント
(広義）WMGを機に、生涯スポーツ振興を目的に開催される大会・イベント

◇国際大会・イベント等
・Asia-Pacific Masters Games（4年毎）など

◇生涯スポーツ振興の機運醸成イベント・事業等
・各地の自治体等が主催する生涯スポーツ振興イベント
・関西マスターズスポーツフェスティバル(各地の事業に冠)
・関西スポーツの日・関西スポーツ月間関連イベント
・民間主催イベント ・チャレンジデー（笹川スポーツ財団） など

◇WMGのレガシー大会、聖地化をめざした大会等
・関西シニアマスターズ大会（関西内で持ち回り、2017年度～）
・マスターズ花園大会（東大阪市、2023年度～）
・日本スポーツマスターズ大会（全国持ち回り） など

３. 連携事例：企業所属アスリート派遣事業

〇関経連は昨年度より、実業団チーム等を有する企業の協力
を得て、自治体等が主催するイベントにアスリートを派遣。

〇昨年度は２件の実施に協力
・福知山市（WMG機運醸成・聖地化）：ＷＭＧリハーサル大
会開催に合わせ、ソフトテニスのチャレンジマッチを開催

・東大阪市（生涯スポーツ振興）：小学校低学年向けにバ
レーボール体験教室を開催

〇今後の取り組み
・企業側窓口は関経連、イベントを主催する自治体の窓口は
関西広域連合に担っていただき、各地で拡大実施したい。

４. WMG後を睨んだ将来ビジョンの共有を

〇関西広域連合 関西広域スポーツ振興ビジョン
・2015（平成27）年度策定の現行ビジョンに代わる、来年度
からの「関西広域スポーツ振興ビジョン」策定を検討中
⇒生涯スポーツ振興、トップアスリート育成支援、スポー
ツイベント招致、スポーツ関連産業振興等の分野で経
済界や大学、スポーツ界等との一層の連携強化を

〇関経連 関西スポーツ振興ビジョン（目標年：2025年）



５．中長期的な観光促進に向けた広域連携の強化

１．The EXCITING KANSAI 広域周遊ルートの概成（関西観光本部）

1. 紀伊半島エリア (和歌山県・奈良県・三重県)
「心の原点への巡礼の旅」のエリア

2. 播磨エリア (兵庫県)
「名城と侍文化、海の道」のエリア

3. 琵琶湖西岸～北陸エリア (滋賀県・福井県)
「水がはぐくむ文化と信仰」のエリア

4. 福井～琵琶湖東岸エリア (滋賀県・福井県・三重県)
「戦国文化とクラフト」のエリア

5. 神戸～淡路島～徳島エリア(兵庫県・徳島県・和歌山県)
「パノラミックな国生みの海」のエリア

6. 山陰海岸エリア (京都府・兵庫県・鳥取県)
「海岸美と恵み」のエリア

7. 奈良～伊勢エリア (奈良県・三重県)
「神話から古代へ、日本の原点」のエリア

8. 丹波エリア (京都府・兵庫県)
「実りの里山」のエリア

◎「The EXCITING KANSAI」とは、ストーリーを基に地域が連携する広域周遊ルートの統一ブランド。大阪・京都の
強い誘客力を関西一円への周遊につなげる取り組み。周遊ルートは内外に多くの成功例があり、ONE関西として、
地域の多彩・豊富な魅力をストーリーとともに発信することで、リピータ増、宿泊増による旅行消費増を目指す。

◎これらのルートを基盤として、「自然、文化、食」、「アドベンチャー」、「ワーケーション」、「SDGs」等のトレンドを踏まえた
テーマ別の旅を重層的に提案し、防疫措置を施しつつwithコロナ時代の「新たな旅のスタイル」として訴求する。
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